
税金はどのよう に使われている  のだろ う か

市の仕事と その費用の支出（ 歳出）
北 九 州 市 の 支 出 （ 令和６ 年度当初歳出予算） 

①保健福祉費
　 1,840億円
　 29.3％

⑤公債費
　 677億円
　 10.8％

④教育費
　 753億円
　 12.0％

③子ども家庭費
　 765億円
　 12.2％

⑥総務費
　 513億円
　 8.2％

②産業経済費
　 553億円
　 8.8％

⑨消防費
　 134億円
　 2.1％

⑩建築行政費
　 87億円
　 1.4％

⑧環境費
　 396億円
　 6.3％

その他
145億円
　 2.3％

⑦土木・ 港湾費
　 　 416億円
　 　 　 　 6.6％

令和6年度
総額

6,279億円

①保健福祉費
（ 保健・ 医療・ 福祉など）

　 介護の必要な人も 元気な人も 、 と も に住み慣れた

街で、 助け合って安心し て暮

ら し ていける よ う 、 高齢者や

障害者に対する 保健福祉サー

ビスなどに使われています。

④教育費（ 学校教育・ 社会教育など）

　 私たちがよ り よ い環境の中で学習でき る よ う 学

校や図書館、 体育館、 プールなど の整備に使われ

ていま す。

中学校の校舎を

つく る と ？

Q1.…中学校をつく る場合、 校舎や体育館、 プールなどを合わせると 土地代を除いていく ら かかるでし ょ う ？

… また、 １ 年間の光熱水費は、 いく ら かかるでし ょ う ？… （ 答えは 13 ページ）

（ 文部科学省「 地方教育費調査ー令和3会計年度ー」よ り 算出）

約921,000円 約1,067,000円 約1,129,000円

高校生高校生（ 全日制）（ 全日制）中学生中学生小学生小学生

公立学校の児童・ 生徒 1 人当たり の

国や地方公共団体年間教育費

義務教育の費用 （ 921,000 円× 6 年） ＋（ 1,067,000 円× 3 年） = 約 872 万円

【 令和6年度当初歳出予算】

①保健福祉費
1,491億円
27.5％

③公債費
　 665億円
　 12.3％

⑦教育費
　 300億円
　 5.5％

④子ども家庭費
　 574億円
　 10.6％

⑥総務費
　 393億円
　 7.2％

②産業経済費
　 868億円
　 16.0％

⑩消防費
　 150億円
　 2.8％

⑨建築行政費
　 134億円
　 2.5％

⑧環境費
　 173億円
　 3.2％

その他
185億円
　 3.4％

⑤土木・ 港湾費
　 488億円
　 9.0％

平成26年度
総額

5,421億円

平成26年度
当初歳出予算
（ 10年前の予算）

【 】
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税金はどのよう に使われている  のだろ う か？
福岡県や国の支出は

どう なっているの？

14、15ページのグラフと

比べてみよう !

Q2.　 1 万円札の厚さ は約 0.1m m です。 北九州市の予算を 1 万

円札で積み上げると どのく ら いの高さ になるでし ょ う ？

（ 答えは 13 ページ）

1 万円札を

積み上げる と ？

⑨消 防 費
　 火災予防や救急業務など 人命や財産を 守り 、

私たちが安心し て暮ら すために使われています。

※…令和 5 年中の市内の火災件数　 197 件

※…令和 5 年中の市内の救急車出動件数

　 63,061 件（ 8 分 20 秒に 1 回のペースで出動）

令和 ４  年　 59,719 件

令和 ３  年　 53,312 件

令和 ２  年　 51,265 件

参考 過去の救急車出動件数

③子ども 家庭費
　 保育所の運営や、 母子保健医療、 男女共

同参画社会の形成などに使われていま す。

⑩建築行政費
　 市民の住生活の安定を 図る ため、 市営住宅の

建築などに使われていま す。

⑥総 務 費
　 区役所の整備、 職員の給料、 防犯街灯

の設置や市政だよ り の発行など に必要な

費用です。

②産業経済費
　 地域経済の発展や観光の振興など のため

に使われていま す。

⑤公
こ う

 債
さ い

 費
道路や公園、 教育施設などを整備するた

めに、 市が発行した市債（ 借金） を返すた

めの費用です。 市債を活用すると 、 その施

設を使う 将来の市民にも 公平な負担と なり

ます。

 施設を作っ た年 10年後 20年後 30年後

市民
負担

…建設時の市民のみが負担

市債を使わない場合

 施設を作っ た年 10年後 20年後 30年後

…将来の市民も 公平に建設費用を 負担

市債を使う 場合

市民負担 市民負担 市民負担市民負担

⑧環 境 費
　 家庭や企業から 出る ごみを処理し たり 、 公

害を防止し たり 、 市民が健康で快適に生活で

き る よ う 環境を守

る ために使われて

いま す。

［答え］①28.6　②35.5　③10.4 　④74.5　⑤市債

⑦土木・ 港湾費
　 市民の生活をより 豊かに快適にするために、 道

路・ 橋・ 公園や港湾などの整備に使われています。
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発展
国・ 都道府県・ 市町村の税金の配分と「 税

ぜ い げ ん い じ ょ う

源移譲」

　 8 ページのグラ フのと おり 、 市税で集めら れる 北九州市の収入は全体の約３ 割に

すぎま せん。 市が自立し て、 地域の実情に合った政策を進める には、 必要なお金は

自ら 市税で用意する こ と が望ま し く 、 それができ る 税の仕組みが必要です。

　 その一方で、 国と と も に都道府県・ 市町村がそれぞれ与えら れた役割（ 地方自治）

を果たすためには、 みなさ んが納める 税金をわが国全体でバラ ンス よ く 分配する こ

と も 大切です。

　「 税
ぜいげんいじ ょ う

源移譲」 と は、 みなさ んが納める 税金の総額を 変えずに、 国の財源（ 税収）

の一部を地方（ 都道府県や市町村） の財源（ 税収） と なる よ う に権限を移すこ と です。

例えば、 所得にかかる 所得税（ 国税） の税額を減ら し て、 同じ く 所得にかかる 住民

税（ 県税と 市税） の税額を増やすなどの方法がと ら れます。

　 都道府県・ 市町村の自立と 、 国全体で役割に合った適切な税金の配分を両立する

ためには、 必要に応じ てこ の税
ぜいげんいじ ょ う

源移譲を行う こ と が求めら れま す。

市民一人当たり の費用は？

　 市が 1 年間に支出する 費用を 市民一人当たり に換算する と 約 69 万 3 千円
※

と なり 、 市民生

活の向上や地域経済の活性化など いろいろな施策に取り 組んでいま す。
　 ※ 10 ページの令和６ 年度当初歳出予算（ 6,279 億円） を 令和６ 年４ 月 1 日の人口（ 909,579 人） で割っ たも の。

「 税
ぜいげんいじ ょ う

源移譲」 っ て何 ?
どう し てこ のよう なこ と が必要になるのでし ょ う ?

…福祉・ 医療の充実

市民活動や文化スポーツの振興

産業の振興など 教育の充実子育て支援の充実

ごみ収集など 消防活動 その他

202,000円

56,000円

61,000円 83,000円84,000円

44,000円 15,000円 102,000円

ご　 み

納
税

納
税

納
税

納
税

所得税

所得税

国

〈 移譲前〉

〈 移譲後〉

都道府県　 市町村

国 都道府県　 市町村

納　 税　 者

納　 税　 者

住民税

住民税

税
源
移
譲

道路・ 公園に

46,000円

市民一人当たり 　 6 9 万3 千円
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市が行う 仕事はどのよう に決まるのか？

現在の事業 市民の要望 市の将来像

仕事の優先順位を決定

仕事に必要な費用を 計算

予算案を作り 市議会に提出

市議会で審議し 仕事を 決定

仕事の実施

　 市では、 毎年、 市民の要望や市の 

将 来 像 な ど を 考 え、 仕 事 に 優 先 

順位をつけ予算案を ま と めていま す。

　 こ の予算案は、 市民の中から 選挙

で選ばれた議員によ っ て構成さ れる

市議会で審議さ れ、 決めら れま す。

　 こ のよ う に、 住民が、 議員を 通し

てその地域の問題について自ら 判断

し 、 決定し ていく こ と を 地方自治と

いいま す。

令和６ 年度の北九州市の主要な施策の一部です。 こ れ以外にも 多く の仕事に取り 組んでいます。

北九州市の主要な施策（ 一部）

北九州空港機能強化・ 利用促進

響灘地区におけるエネルギー関連産業の拠点形成

響灘地区の充実し た港湾イ ンフラ と 広大な産業用地を活用し 、 風力

発電関連産業の総合拠点の形成を推進。

学校施設の老朽化対策の推進

安全で安心な教育環境を整備するため、「 北九州市学校施設長寿命化計

画」 に基づき、 大規模改修（ 長寿命化改修） 及び外壁改修などの老朽化

対策や安全対策を実施します。

主要河川の整備

近年、 激甚化・ 頻発化する 豪雨災害等の浸水被害を抑制する ため、

治水事業の根幹と なる 河川改修を実施。 （ 写真は紫川の河道掘削）

空港アク セス強化事業

バス 、 鉄道などの多様な交通手段を生かし た空港アク セス 強化を目

的と し て、 エアポート バス の増便（ 小倉・ 朽網） や鉄道などの乗継

強化、 バス待合環境向上などの取り 組みを実施。

［答え］Q1. 約20億円  約450万円　Q2.約6,279m　

「 北九州グリ ーン イ ンパク ト 」 の推進

生活基盤の「 安心」 を 支える 災害などに強いまち づく り の推進
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地方交付税
2,949億円
13.8％

国庫支出金
2,017億円

9.5％

諸収入
2,844億円

13.3％

地方消費税
清算金

2,481億円
11.6％

その他
の収入

   1,984億円
9.3％

県債
1,622億円

7.6％

国から 23 .3％

県税
7,424億円

34.8％
総額

2兆1,321億円

県、 国の収入（ 歳入） と 支出（ 歳出）

福岡県の令和６ 年度当初予算

●県税内訳 ●教育費内訳

総額　 7,424 億円

総額　 3,363 億円

■収入（ 歳入） ■支出（ 歳出）

県民税
1,570億円

21.1％

事業税
1,866億円

25.1％

地方消費税
2,652億円

35.7％

自動車税
664億円 9.0％

軽油引取税
380億円
5.1％

その他
292億円
3.9％

高等学校費
680億円 20.2％

特別支援学校費
288億円 8.6％

保健体育費
28億円 0.8％

社会教育費
40億円 1.2％

青少年費
3億円 0.1％

大学費
52億円 1.5％

教育総務費
413億円 12.3％

私立学校費
575億円 17.1％

小学校費
811億円
24.1％

中学校費
472億円 14.0％

環境費
37億円 0.2％

災害復旧費
156億円 0.7％

警察費
1,408億円

6.6％

農林水産業費
580億円 

2.7％

総務費
607億円
2.8％

公債費
2,472億円

11.6％

商工費
2,817億円

13.2％
県土整備費
1,391億円 

6.5％

保健費
2,442億円

11.5％

その他
4,141億円

19.4％

総額
2兆1,321億円

生活労働費
1,906億円

9.0％

教育費
3,363億円

15.8％

　 学校の建設、 整備、 図書教材の購入など に

税金が使われていま す。
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科学技術振興費
1兆4,092億円

25.8％

義務教育費国庫負担金
1兆5,627億円

28.6％

教育振興助成費
2兆3,086億円

42.2％

育英事業費
1,178億円 2.1％

意欲ある学生・ 生徒の

ために（ 奨学金など）

教科書の配布や

国立大学法人・ 私立学校の

援助のために

宇宙開発や

海洋開発などの

科学技術のために

文教施設費
732億円 1.3％

校舎や体育館などの

建設のために

小・ 中学生の

ために

地方交付税
交付金等
17兆7,863億円
15.8％

防衛関係費
7兆9,172億円
7.0％

恩給関係費
771億円
0.1％

原油価格・ 物価高騰対策及び
賃上げ促進環境整備対応予備費
1兆円
0.9％

その他
9兆42億円
　 7.9％

経済協力費
5,041億円
0.4％

文教及び
科学振興費
5兆4,716億円
4.9％

　
国債費

27兆90億円
24.0%

公共事業関係費
6兆828億円

5.4%

総額
112兆5,717億円

社会保障関係費
      37兆7,193億円
　 　 　 　     33.5％

国の令和６ 年度当初予算

■収入（ 歳入） ■支出（ 歳出）

●文教及び科学振興費内訳 ●社会保障関係費内訳

総額　 5 兆 4,716 億円

　 税金は私たちの学校教育や科学技術の発展のために

も 役立てら れていま す。

　 税金は私たちの健康や生活を守る ために

も 役立てら れています。

（ 注）地方交付税交付金等は、 地方特例交付金
　 　 1 兆 1,320億円を 含む。        

総額　 37 兆 7,193 億円

総額
112兆5,717億円

　 　 所得税
17兆9,050億円
　 　 15.9％

法人税
17兆460億円

15.1％

消費税
23兆8,230億円
21.2％

揮発油税
2兆180億円  1.8％

酒税
1兆2,090億円
1.1％

たばこ 税
9,480億円
0.8％

印紙収入
1兆420億円
0.9％

その他の税
2兆3,250億円
2.1％

公債金
35兆4,490億円
31.5％

その他の収入
7兆5,147億円  6.7％

直

　      接

　 　   　   
税

　  　 　 　 　 　 
33.9％

間接税  27.9％

相続税
3兆2,920億円
2.9％

少子化対策費
3兆3,823億円 
9.0％

雇用労災対策費
440億円 0.1％

保健衛生対策費
4,444億円 1.2％

生活扶助等社会福祉費
4兆4,912億円 11.9％

年金医療介護保険給付金
29兆3,574億円

 77.8％ 介護
3兆7,188億円
9.9％

医療
12兆2,366億円

32.4％

年金
13兆4,020億円

35.5％
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